
古市三久県議会報告
福島県議会　県民連合 ２０１９.４.７　　No.３７

住所　いわき市平馬目字作の内１４８の１

電話　３４-１１３９

E-mail： furuichi4001@gmail.com

本県の医師偏在指標は１７７. ４で全国４７都

道府県のうち４４位になっています。二次医療圏

（全国３４４地域） では、 いわき市は指標が

１５６. １で順位は１９１位。 いわき市は医師少数

区域の位置付けにはなっていませんが、 全国

医師偏在指標の平均２３８.３には程遠い数値です。

医師数は全国で３１万人超と過去最多を更新

していますが、へき地などの医師不足は深刻です。

厚労省は地域間格差を明確にして適正配置

を進め、 ２０３６年度までに偏在の解消を目指す

としています。

それでも１２道府県で約５, ０００人の不足が生

じると試算しており、 本県はその１２道府県の中

に含まれています。

東京などでは余剰人員が出ることが予想され

ますので、配分する施策が課題になっています。

本県は２０３６年以降も医師不足
（質問）　本県の医師不足に拍車をかけたのは、

東日本大震災 ・原発事故です。

医師不足と震災事故についての影響と医師

の減少数は。

（回答）　震災直後に医師数が大きく減少しました。

推計で平成２４年度は２２年度に比べ、 医師が

２００人減少しており、 現在もその影響が続いて

いると考えます。

震災で医師２００人減少！
（質問）　県の中長期計画により、 医師不足対

策の効果が表れる時期は。

（回答）　医師が現場に出るためには医大入学

後１０年程度かかることから、 医大の入学定員

を徐々に増やした１０年度にあたる平成３３年

（２０２１年）度ごろから段階的にその効果が表

れると見込んでいます。

２０２１年度ごろから効果

（質問）　中長期計画が実現すると１０万人あた

りの医師数は何人になると想定しているか。

（回答）　「段階的に増加していくので推計は困

難ですが、 人口が不変で３００人医師が増加

したと仮定しますと、 １０万人当りの医師数は

１９５. ７人から２１１. ５人になります。」

全国平均は２４０. １人です。 医師が３００人程

度増加しても、 医師少数県を脱皮することでき

ません。

計画実現でも医師少数県の脱皮は困難

（質問）　医師不足を解消する中長期計画は。

（回答）　県立医科大学の定員を４５名増やして

おり、 さらに修学資金の貸与などにより医師の

確保と定着に取り組むことで、 中長期的に医師

の確保を図ります。

対策は県立医大の定員増と修学資金の貸与

上記の表は、 県立医科大学の募集人員と推

薦枠の定数です。

県内枠は合計で３３名程度で、 県外枠で県内

医療を担うとして７名程度の４０名程度が県内に

２年から９年程度、 県内医療機関に残ることに

なりますが、 県内の安定的な医師確保 ・ 定着

には不安が残ります。

医師確保・定着は不透明

　２月議会は、 医師不足対策について質しました。

　これまで、 厚労省は１０万人当たりの医師数で過不足を比較

してきました。 しかし、 これでは 「実態を表していない」 との指

摘があり、 新たに 「人口構成の将来予測」 「年齢 ・ 性別による

受診率」 「医師の年齢構成や男女比」 などを考慮した 【医師偏

在指標】 を算出して、 都道府県や各地域における医師の偏在

の実態を公表しました。 その結果、 本県は「医師少数県」とし

て位置付けられました。

県立医科大医学部入学定員の推移　単位：人

推薦入試

県立医科大医学部学年別定員の推移　単位：人

県立医科大学募集人員　平成31年度

国の施策 措置区分 増員数 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

既存の医大定員 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80

新医師確保総合対策 （H20.4 ～） 最大 10 年間 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

緊急医師確保対策 （H20.4 ～） 10 年間 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

経済財政基本方針 2008 （H21.4 ～） 恒久措置 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

経済財政基本方針 2009 （H22.4 ～） 10 年間 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

新成長戦略等 （H23.4 ～） 9 年間 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

新成長戦略等 （H24.4 ～） 8 年間 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

新成長戦略等 （H25.4 ～） 7 年間 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

入学定員数 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

総定員 480 495 515 540 570 615 665 700 730 755 775 780 780 780 780

募集

区分

募集

人員
出願資格等

A枠
25名

程度

①県内高校を平成31年3月卒業見込みの者

②本学卒業後に本県附属病院または本学が指定する

医療機関で2年間臨床研修を行うことを誓約できる者

B枠

県内

推薦

8名

程度

①県内高校を平成31年3月卒業見込みと平成30年3月

卒業した者

②「福島県緊急医師確保就学資金」の貸与を受けるこ

と、及び本学卒業後に管内の公的医療機関等に勤

務することを誓約できる者

県外

推薦

7名

程度

①県外高校を平成31年3月卒業見込みと平成30年3月

卒業した者

②「福島県緊急医師確保就学資金」の貸与を受けるこ

と、及び本学卒業後に管内の公的医療機関等に勤

務することを誓約できる者

学年 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

1 年生 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

2 年生 80 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

3 年生 80 80 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

4 年生 80 80 80 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

5 年生 80 80 80 80 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

6 年生 80 80 80 80 80 80 95 100 105 110 125 130 130 130 130 130 130 130 130 130

合計 480 495 515 540 570 615 665 700 730 755 775 780 780 780 780

学部 学科 入学定員 募集人員

医学部 医学科 130

一般入試
推薦

入試

私費外国

人留学生

入試

前期日程 後期

日程一般枠 地域枠

42名程度 25名程度 23名 40名以内 若干名

恒久化の定員　　　　　　　　　　 ８５名
H29年度までの期限付き定員　　　１５名　　 合計１３０名
H31年度までの期限付き定員　　　３０名

「骨太の方針2018」（H30. ６）は、２０１２年度まで現状の医学部定員を概ね維持し、２０２０年度以降については、
定期的に医師需給推計を行った上で、医師養成数の方針について検討するとされた。

定員増は不明



多目的医療用ヘリ運航開始 幼児教育無償化（　　　　）必要かつ重要な政策
財源は一般財源で

（質問）　医師不足を解消するために、 県の役

割 ・権限は何か。

（回答）　国の検討会で想定されているものとし

て、 短期的には医師多数県から少数県への派

遣、 長期的には医学部入学定員増と地域枠の

組み合わせです。 医師多数県からの派遣は現

時点では構想段階です。

今後、 国から医師確保計画ガイドラインが示

される見込みであり、 県としては来年度策定す

る医師確保計画の検討の中で効果的な施策の

あり方を検討します。

国の方針を受けて来年度より検討
（質問）　医師少数区域を除く３つの医療圏、 県

北 ・県中 ・いわきの当面の対策については。

（回答）　県北医療圏は指標が上位３分の１に

あたる医師多数区域になっていますが、 県立医

科大学に所属する教員、 研究者の計上、 また

少数区域への非常勤での支援をどう捉えるかな

ど、 医師確保計画のなかで検討していきます。

県全体としては医師少数県になっていること

から、 医師確保に取り組んでいきます。

県内の偏在を改善したい

昨年の１０月に、 ふたば医療センター （富岡

町） 附属病院に多目的医療ヘリが導入されまし

た。 附属病院が運航基地となり双葉地域の救

急現場や浜通りの医療機関を中心に運行 （有

視界飛行のため昼間のみ） しています。

これにより、 対象患者の重症化防止や移動

中の負担軽減を図ることが可能になります。

多目的医療用ヘリの運航で搬送時間の短縮
幼児教育 ・ 保育の無償化は、 消費税

（４, ６５０億円） の８割が年収４７０万円以上と年

収６４０万円を超える世帯に使われます。 高所

得者ほど大きな恩恵を受けます。 消費税は低

所得者ほど負担が大きいことから二重の不公平

といわれています。

高額所得者優遇の無償化

無償化の対象は認可保育所から認可外 ・ 保

育ママ ・ シッターなどに広がります。 基準 （質）

はバラバラのままで、 子どもの安全は置き去り

です。 　

子どもの安全は置き去り

保育士の配置基準は、 ０歳児３人に保育士

１人、 １歳～２歳児までは６人に１人、 ３歳児は

２０人に１人、 ４歳児が３０人に１人で、 昭和４３

年から変わっていません。 幼児教育や保育の

充実には、まずこの配置基準を見直すべきです。

保育士の離職の理由は賃金が低いことが一番

にあり無償化の前に、 まず保育士の待遇と労働

条件の改善が不可欠です。

保育士の配置基準の見直しを

国は 「幼児教育 ・ 保育無償化」 を強引に進

めています。無償化は少子化対策といいますが、

子どもが少ない現在でも待機児童問題は深刻で

す。 その予算を使うべきは、 高収入家庭の無

償化よりも、 職員の賃金の大幅なアップ （５万

円以上） や施設の拡充と一層の環境整備であ

り、 順序が逆になっています。

待機児童の解消と保育士の賃金の大幅値上げを

運行内容は、 双葉地域で発生した救急患者

への対応 （比較的軽症の患者運送を担当）、

浜通りの医療機関と高度専門的な治療が行わ

れる医療機関間の患者搬送、 専門の医師や医

療スタッフ、 医薬品や医療資機材の緊急輸送な

どです。

病院間の搬送も可

多目的ヘリは昼間はふたば医療センターに常

駐しています。 搬送事案が発生した場合、 現場

あるいは医療機関から１１９番を呼び出し依頼

します。 医大付属病院通信センターを通して、

ふたば医療センターに出動連絡し現場に向かい

ます。 現場から医大には概ね１５分程度で到着

します。

１１９番通報で消防機関が窓口

多目的ヘリ運行開始からこれまでの搬送件数は

延べ２５件ですが、 いわきから中通りへは９件搬

送しています。 その他に相双から中通りへ１０件、

相双からいわきへ５件、 相双間は１件です。

多目的ヘリが浜通りの医師不足の一助に貢

献する仕組みづくりが課題です。

浜通りの医師不足に一助

県の医大への財政負担は、 平成３１年度で

およそ１１１億円です。 その他に医師確保対策

事業に２５億円、 この中に医師確保修学資金貸

与事業約６億円 （医大学生５０名） も含みます。

これらが医師確保 ・定着を図る財政負担です。

緊急医師確保就学資金の貸与条件は、 就学

資金の貸与を受けた期間の１. ５倍の期間 （６年

貸与の場合は９年） 県内に研修及び勤務に従

事するとされ、 条件を達成した時は返還が免除

されます。

医師の養成等に年間約１４０億円

医師確保計画は、 国がガイドラインを作成。

県は２０１９年度内に計画を策定、 翌年度から

医師偏在対策を開始となっています。 医師確保

計画は、 個々の医療機関の採用活動を縛るこ

とはできないため、 国の検討会の中でも実効性

が疑問視されています。

計画の実効性に疑問視

国は 「医師偏在対策として県内の基幹病院

で勤務したり、 国内外の施設に留学できるよう

なキャリアプランを県が作成するなどの工夫が

必要」 と回答。

医師偏在対策は県が工夫（責任）を

医大の入学定員は２０２２年以降は定員増が

約束されていません。

県内の医師不足を解消するためには、 ２０２０

年以降も当分の間、 医大定員１３０名の確保を

国に約束させることが不可欠です。

医大の定数増の延長を

（質問）　県内の２０２４年の診療科ごとの不足

医師数は何人か。

（回答）　国の検討会において、 たたき台として

算出された診療科ごとの需給人数見込みによ

れば、 ２０２４年に内科で５７９人、 整形外科で

１３６人、 産婦人科で４９人、 小児科で４８人が

不足します。

産婦人科で４９人、小児科で４８人が不足

（質問）　県立医大の定員増に伴う医師養成に

よる２０２４年の医師不足対策の効果は。

（回答）　診療科ごとの不足解消については、 診

療科ごとの増加割合が不明であり、 どの程度解

消されるか見込むことはできない。 医師数全体

を増加させることで充足していくと考えています。

診療科ごとの医師確保は不明

（質問）　医師少数区域と指定された会津 ・ 南

会津、 相双、 県南の二次医療圏における当面

の対策は。

（回答）　医師少数区域とは、 国の検討会で示

した人口当たりの医師数を調整した指標が全国

の二次医療圏の下位３分の１にあたるとされた

二次医療圏です。 県としては、 医師少数区域の

確保対策は来年度より医師確保計画の策定の

なかで、 確保目標数の設定や確保対策を検討し

ていきます。

来年度より検討する

原発事故から８年が経過しまし

た。 原子力緊急事態宣言は継続中

で、 汚染水はたまる一方で放射能

物質は除去できていません。 県漁

連も全漁連も海洋放出に反対して

います。 　　

環境省は除染作業で発生した大

量の 「除染土」 を、 比較的低レベ

ルの物は公共事業に使うといいま

す。 最初は中間貯蔵施設に３０年

間保管する約束でしたが反故にす

るようです。

先ごろ日本経済研究センターが、

福島第一原発の事故処理費用は

最大８１兆円と発表しました。 一方、

政府は２１兆円と試算、 その差額は

廃炉 ・汚染水の対策費です。

廃炉は燃料デブリを取出して事故

炉を解体撤去する計画ですが、 燃

料デブリを取り出すことは 「死の灰」

を拡散させ、 多くの労働者の被ばく

を生み出すことになります。 もちろ

ん県民の被ばくも懸念されます。

地下水の流入を完全に遮蔽する

方式に変更し、 燃料デブリを取り出

すことなく密封して管理 （石棺方式）

すべきです。 これが国民負担を軽

減し、 安全を優先した方法かと考え

ます。

廃炉は県民の安全を最優先した方法で


